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令和元年１０月１日 

北九州市保健福祉局 

障害福祉部障害者支援課 

 

地域再犯防止推進モデル事業事務処理マニュアル 

（触法障害者の立ち直り支援を通じた再犯防止推進事業） 

 

【用語の定義】 

・「対象者」とは、 

北九州市障害者基幹相談支援センターが、福岡県弁護士会北九州支部、福岡

地方検察庁小倉支部、福岡保護観察所北九州支部等から依頼を受けた、知的障

害等があり、窃盗や詐欺（無銭飲食等）の軽微な罪を犯した、北九州市に住民

登録を有する６５歳未満の人をいう。 

・「支援対象者」とは、 

対象者のうち本モデル事業の支援を受ける者をいう。 

・「基幹相談支援センター」とは、 

北九州市障害者基幹相談支援センターをいう。 

・「基幹支援員」とは、 

北九州市障害者基幹相談支援センターの生活相談等の支援を行う者をいう。 

・「協力雇用主等」とは、 

支援対象者の就労に理解のある企業をいう。 

・「支援者」とは、 

福祉サービス事業者及び相談支援専門員をいう。 

・「法務省機関」とは、 

非行・犯罪の防止に係る専門的な知見や教育・処遇の技法等を有する北九州

医療刑務所及び小倉少年鑑別支所を中心とする市内に所在する法務省各機関

をいう。 

・「就労支援員」とは、 

法務省の実施する更生保護就労支援事業受託者から基幹相談支援センター

に派遣された就労に関する支援を行う者をいう。 

 

 

Ⅰ 継続的な見守り 

 

第１ 目的 

   早期に行政・福祉・司法が連携して対応することで、情報共有や支援体制
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をスムーズに構築し、速やかに社会生活を送ることができるよう支援を行

う。 

 

第２ 業務概要 

１ 担当弁護士による初期対応（逮捕あるいは勾留開始からの対応） 

〈逮捕（４８時間以内）・検察官送致（２４時間以内）〉 

（１） 警察署・家族から弁護士会へ連絡が入る。 

（２） 担当弁護士は、被疑者に接見後、基本情報を確認する。 

（３） 担当弁護士は、被疑者に支援を受ける事と個人情報提供に関する同意 

書に署名を得る。 

（４） 担当弁護士は、北九州弁護士会内での試行担当弁護士に連絡する。 

（５） モデル事業担当弁護士は基幹支援員へ協力依頼する。 

 

２ 基幹相談支援センターへ協力依頼後の対応 

〈勾留開始後最大２０日以内〉 

（１） 協力依頼を受けた基幹支援員は、直ちに、担当弁護士の同席のもと被

疑者に初回の接見を行う。 

（２） 担当弁護士と協力依頼を受けた基幹支援員は、同意書をもとに、行政

機関・医療機関・家族等から情報収集する。 

（３） 情報収集後２日以内に、基幹支援員は、身柄釈放後の一時的に身柄を

置く生活場所として協力雇用主等へ受入れを打診し、情報提供した後に

受入れ可能な協力雇用主等の担当者と同席し被疑者に接見する。 

（４） 上記手続きの結果、受入れ可能な協力雇用主等が見つからない等、身

柄釈放後に収入がないと見込まれる場合は、その後３日以内に、基幹支

援員若しくは担当弁護士は、収入を確保するための申請手続きの準備や

家族からの援助の可否を確認する。 

（５） 上記（３）又は（４）の手続後１０日以内に、基幹支援員は、更生支

援計画を作成する。必要に応じて関係者を招集して緊急支援会議を開催

する。 

（６） 処分決定前に、担当弁護士は、更生支援計画書を検察官へ提出する。 

 

３ 不起訴処分又は起訴猶予となった場合の対応 

（１） 基幹支援員は、更生支援計画に基づいた個別支援計画（更生プログラ

ム）を立案する。 

（２） ３ヶ月間を目途に各種手続きや追加情報の整理を行う 

①就労に関する事 
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②生活場所に関する事 

③障害手帳の申請 

④生活保護の申請 

⑤年金の申請 

⑥障害支援区分の申請 

⑦特性、ＡＤＬ（日常生活動作）、健康状態、家族状況の確認 

 

４ 起訴処分となった場合の判決までの対応〈約２か月間〉 

（１） 担当弁護士と基幹支援員は、勾留中の情報収集が不十分な場合、同意

書をもとに、行政機関・医療機関・家族等から情報収集を行う。 

（２） 基幹支援員は、受入れ可能な協力雇用主等の担当者が被告人と接見で

きるよう調整し、接見に同席する。 

（３） 基幹支援員若しくは担当弁護士は、身柄釈放後に収入がないと見込ま

れる場合、収入を確保するための申請手続きの準備や家族からの援助の

可否を確認する。 

（４） 勾留中に作成した更生支援計画の変更等が生じる場合、基幹支援員は、

計画内容の修正を行う。基幹支援員は、必要に応じて関係者を招集して

緊急支援会議を開催し変更内容等の共有を図る。 

 

５ 執行猶予判決となった場合の対応 

（１） 基幹支援員は、更生支援計画に基づいた個別支援計画（更生プログラ

ム）を立案する。 

（２） ３ヶ月を目途に各種手続きや追加情報の整理を行う 

①就労に関する事 

②生活場所に関する事 

③障害手帳の申請 

④生活保護の申請 

⑤年金の申請 

⑥障害支援区分の申請 

⑦特性、ＡＤＬ（日常生活動作）、健康状態、家族状況の確認 

 

６ 実刑判決となった場合の対応 

出口支援による。 
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Ⅱ 刑事司法との協働業務 

 

第１ 目的 

協力雇用主や支援者等に対して、矯正を司る法務省機関と基幹相談支援

センターが、連携して研修や相談を行うことで、支援対象者が社会に適応す

るきっかけづくりや、支援者が対応方法を学ぶ場を提供することにより、再

犯防止の推進につなげるもの。 

 

第２ 業務概要 

１ 研修会等の実施 

（１） 支援者向け対応研修の実施 

   ア 概要 

支援対象者に対する適切で効果的な対応方法を学ぶ場を提供するこ

とを目的として、支援者向けに研修会等を実施する。 

イ 参加者 

支援者 

ウ 内容 

法務少年支援センターこくら（小倉少年鑑別支所）の地域援助業務 

（講師派遣）により、支援対象者の行動理解や教育・指導の方法に関す

る研修・講演等を実施する。内容等は以下のとおり。 

   （ア） 犯罪理解について（支援対象者がどのような立ち位置にいるの

か、将来的なリスクを把握するもの） 

    （イ） なぜ犯罪に至ったかの行動理解 

（ウ） 日常的に実践できる、犯罪衝動の抑制につながる取組みの紹介 

（エ） お金や仕事など、具体的な相談先の紹介 

（オ） 支援対象者の立ち直りに向けた段階を踏まえたサポートの必要    

性 

（カ） 特性に応じた理解力などの特徴 

（キ） 声かけや働きかけの提案 

（ク） 公的サービスの紹介 

 

 

（２） 支援対象者への学ぶ機会の提供 

ア 概要 

支援対象者が社会に適応するきっかけづくりを目的として、支援者

の要請に応じて支援対象者が社会的ルールを学ぶ機会を提供する。 
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イ 参加者 

 支援対象者 

   ウ 内容 

法務少年支援センターこくら（小倉少年鑑別支所）の地域援助業務 

 （講師派遣））を活用した法教育授業等を実施する。内容等は以下のと

おり。 

（ア） 犯罪理解について（自分がどのような立ち位置にいるのか、将来

的なリスク認識を促すもの） 

（イ） 犯罪に至ったかの行動理解 

（ウ） 日常的に実践できる、犯罪衝動を抑制につながる取組みの紹介 

（エ） お金や仕事など、具体的な相談先の紹介 

 

２ 個別支援への関与 

（１） 直接的な助言 

ア 概要 

    個別の事例に応じた直接的な助言を得ることを目的として、法務省機

関が支援者に対し個別のアドバイス等を行う。 

   イ 対象者 

支援対象者及び支援者 

ウ 内容 

個別の支援において問題行動のある支援対象者について、北九州市

障害者基幹相談支援センターの要請に基づいて、法務省少年支援セン

ターこくら（小倉少年鑑別支所）が面接や職業適性検査等を行い、支援

対象者に対する指導方法等を助言する。 

なお、支援対象者が面接や職業適性検査等を受けること、その結果や

情報について支援者を始めとする関係者が共有することの同意は、北

九州市障害者基幹相談支援センターが確認を行う。支援対象者が同意

した際は同意書（様式１）を徴し、要請時に法務省機関へ依頼文（様式

２）と同意書（様式１）の写しを送付して要請を行う。 

 

（２） 講師派遣 

ア 概要 

    支援者が支援対象者にＳＳＴ（社会生活技能訓練）を実践する場合に、

法務省機関が支援者向けに講師派遣を行う。 

   イ 対象者 

支援者 
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（３） 更生支援計画策定時の助言 

ア 概要 

    基幹支援員が、更生支援計画を策定する場合に、法務省機関が助言を

行う。 

   イ 対象者 

基幹支援員 

 

（４） 本モデル事業実施に伴う各種会議での助言 

ア 概要 

    本モデル事業実施に伴う各種会議において、法務省機関が助言を行う。 

   イ 対象者 

協力雇用主等、支援者、基幹支援員、就労支援員 

 

  

ＳＳＴ（ソーシャル・スキルズ・トレーニング）とは 

ＳＳＴとは，エス・エス・ティ，社会生活技能訓練などとも呼ばれること

があり，認知行動療法と社会学習理論を基盤にした支援方法の一つである。 

社会の中で，相手から自分の望むような反応（望むような回答，理解など）

を得るためには，一定の認知や行動（言動）のスキルが必要である。 

たとえば，親しくなりたいと思うクラスメートへ話しかけたときに，相手

も同じように自分と親しくなりたいと思い，それを表現してくれるような結

果が得られる話しかけ方などは，人によっては何の苦もなくできることであ

るが，一部の若者にとっては，一定の知識を得て，訓練をして，初めてでき

るようになることである。 

そのようなときに，必要な知識（どのような言動が望ましいかなどの情報）

を与え，練習（行動リハーサルなど，ロールプレイなどを通して実際にやっ

てみる体験）できるように支援の順序とコツを定め，構造化した支援の方法

がＳＳＴである。 

〈内閣府ホームページより引用〉 
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Ⅲ 就労支援業務 

 

第１ 目的 

   支援対象者に対して、本人の希望や適正に合った就労の支援や、就労後の

定着促進を目的とした支援を行い、経済的に困難な状態の改善等を図るこ

とをもって再犯防止の推進につなげるもの。 

 

第２ 業務概要 

１ 支援対象者及び方針の決定 

（１） 支援対象者の決定 

   ア 概要 

基幹支援員は、勾留時等支援開始からの経過や本人の希望を基に、就

労系福祉サービス利用者等の一般就労が可能と思われる者について、

就労支援員と支援対象者とするかの協議（以下「事前協議」という。）

を行い、決定する。 

イ 参加者 

基幹支援員、就労支援員、関係機関（保護観察所） 

ウ 内容 

（ア） 基幹支援員は、就労支援員と協議を行うにあたって、就労支援  

候補者調査票兼就労支援決定協議記録（様式３）を作成し、協議記

録をこれに記載する。 

    なお、協議に際しては、必要に応じ情報提供資料及び検査協議記

録（様式３－１）を作成する。 

（イ） 保護観察及び更生緊急保護対象者は、制度上の措置を受けること

ができる場合があるので、基幹支援員は、保護観察所に保護観察又

は更生緊急保護対象者に該当するか確認を行うことに留意する。 

 

（２） 職業適性検査の実施 

    基幹支援員は、支援対象者の職業適性を把握するための検査の実施を

少年鑑別支所に求めることができる。 

 

（３） 就労支援会議の開催 

ア 概要 

支援対象者の希望、能力、特性等に応じた就労支援を効果的に行うた

め、基幹支援員は、就労支援の方針の決定及び信頼関係の構築を目的

とする就労支援会議（以下「支援会議」という。）を開催する。必要に
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応じ複数回開催する。 

   イ 参加者 

基幹支援員、就労支援員、関係機関（少年鑑別支所）、支援対象者 

   ウ 内容 

   （ア） 就労支援員は、あらかじめ、地域の雇用情勢や就職活動の対象と

なる業種及び事業者に関する情報を収集し、就労候補先リスト（様

式４）を作成しておく。作成に際しては、少年鑑別支所に、職業適

性検査の結果を求めることができる。 

（イ） 就労支援員は、支援対象者との信頼関係の構築を念頭に置いた上

で、就労についてのアセスメントを行うとともに、就労意欲の醸成

につながる助言等を行う。助言にあたっては、職業適性検査の結果

を参考にすることができる。支援対象者に対し就労可能な業種や事

業所の特徴等の説明をする。 

（ウ） 基幹支援員は、協議録を作成するとともに協議内容を踏まえて就

労支援方針確認票（様式５）を作成する。それを基に支援対象者に

支援内容を説明するとともに、就労を支援すること及びその活動に

必要な情報の開示についての同意を得る。 

（エ） 基幹支援員は、支援会議により決定した方針をもとに、拘留時に

定めた支援方針の見直しを行う。 

 

２ 就労の確保 

（１） 面接先の選定 

  ア 概要 

就労支援員は、面接先の選定を目的として、面接先選定会議（以下「面

接会議」という。）を開催する。 

   イ 参加者 

基幹支援員、就労支援員、支援対象者 

   ウ 内容 

   （ア） 就労支援員は、支援会議を受けて、あらかじめ就労候補先リスト

の見直しを行っておく。 

   （イ） 就労支援員は、支援対象者に就労候補先リストを示し、支援対象

者が面接希望先と希望順を決定することについて補助する。この

際、意思決定はあくまで支援対象者であることに留意する。 

   （ウ） 就労支援員は、支援対象者の決定に基づき、面接先リスト（様式

６）を作成し、面接日程の調整を行う。 
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 （２） 面接同行 

ア 概要 

就労支援員は、円滑に面接が行われるよう支援対象者と面接先との

双方に配慮することを目的として、支援対象者の面接に同行する。 

イ 参加者 

就労支援員、支援対象者 

ウ 内容 

   （ア） 就労支援員は、事前に支援対象者と面接の同行について手順等を

確認しておく。 

   （イ） 就労支援員は、事前に面接先と手順等について打ち合わせをして

おく。 

   （ウ） 就労支援員は、面接の場では、円滑に面接が行われるよう支援対

象者と面接先との双方に配慮する。 

 

 （３） 就労の決定 

   ア 概要 

就労の決定状況に応じて、支援の方向性を明らかにする。 

イ 参加者 

基幹支援員、就労支援員、支援対象者 

   ウ 内容 

（ア） 就労支援員は、就労先と協議を行い、出勤初日を確定させる。 

（イ） 面接リスト記載の全ての面接先と面接を行っても就労が決まら

ない場合、就労支援員は、基幹支援員と協議の上、改めて支援会議

を開催する。 

 

３ 就労初日に向けた取組み 

（１） 初日対応確認ミーティングの開催 

   ア 概要 

支援対象者の出勤及び就労先の受け入れについて、不安なく初日を

迎えられるよう、関係者によるミーティング（以下「初日ミーティン

グ」という。）を開催する。 

   イ 参加者 

     基幹支援員、就労支援員、支援対象者、就労先 

   ウ 内容 

（ア） 就労支援員は、調整項目の選定及び調整の進捗状況確認のための

初日ミーティングを開催する。必要に応じ複数回開催する。 
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（イ） 就労支援員は、この初日ミーティングの結果をもとに、支援対象

者・就労先要調整リスト（様式７）及び初日対応シナリオ（様式８）

を作成する。 

（ウ） 参加者は就労先要調整リスト（様式７）及び初日対応シナリオ（様

式８）について確認を行う。 

（エ） 就労先は、就労支援対象者受入確認書（様式７－１）を提出する。 

 

（２） 就労事前フォローの実施 

  ア 概要 

    円滑な出勤及び就労に向け、支援対象者及び就労先に対して、就労前

に必要な支援（以下「事前フォロー」という。）を実施する。 

  イ 参加者 

    基幹支援員、就労支援員、支援対象者、就労先 

  ウ 内容 

  （ア） 基幹支援員又は就労支援員は、必要に応じ支援対象者と通勤経路

の確認を行う。 

  （イ） 基幹支援員又は就労支援員は、必要に応じ支援対象者と就労先で

の作業の確認を行う。 

  （ウ） 基幹支援員及び就労支援員は、支援対象者・就労先要調整リスト

に基づき、各々その他必要な対応を行う。 

 

４ 就労定着フォロー 

（１） 概要 

就労の継続を目的として、支援対象者が就労定着するための支援（以

下「定着フォロー」という。）を行う。 

（２） 参加者 

     基幹支援員、就労支援員、支援対象者、就労先 

（３） 内容 

   ア 初日 

  （ア） 基幹支援員及び就労支援員は、初日対応シナリオに基づく対応を

行う。 

  （イ） 就労支援員は、終業後にミーティングを開催し、必要に応じアド

バイス及び調整を行う。 

  （ウ） 就労支援員は、支援対象者・就労先要調整リストの見直し、協議

記録（様式９）の作成を行う。 
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イ ２日目～７日目（１週間目） 

  （ア） 就労支援員は、毎日の終業後にミーティングを開催し、必要に応

じアドバイス及び調整を行う。就労先との協議により開催日数を減

らすことができるが、最低２回は開催する。 

  （イ） 就労支援員は、支援対象者・就労先要調整リスト（様式７）の見

直し、協議記録（様式９）の作成を行う。 

 

ウ ２週間目～１か月目 

  （ア） 就労支援員は、週に１回、終業後にミーティングを開催し、必要

に応じアドバイス及び調整を行う。就労先からの要請等があれば週

に複数回開催する。 

  （イ） 就労支援員は、支援対象者・就労先要調整リスト（様式７）の見

直し、協議記録（様式９）の作成を行う。 

 

エ ２か月目以降 

  （ア） 就労支援員は、下記の頻度で聞き取り調査を行い、必要に応じア

ドバイス及び調整を行う。 

 支援対象者 就労先 

２か月目 

～３か月目 

週に１回 週に１回 

（減らしても可） 

４か月目以降 月に１回 月に１回 

  （イ） 就労支援員は、支援対象者・就労先要調整リストの見直し、協議

記録の作成を行う。 

 

５ 支援の終結 

以下の場合、要因の分析を目的とした会議（以下「分析会議」という。）

を開催し、支援の終結の判断や、今後の対応の検討を行う。 

（１） 就職活動の中断 

ア 参加者 

基幹支援員、就労支援員、関係機関（少年鑑別支所）、支援対象者 

   イ 内容 

  （ア） 就労支援員は、支援対象者が就労に向けた活動を行う意欲を喪失

したと就労支援員が判断した場合、基幹支援員と協議の上、分析会

議を開催する。就労支援員は、職業適性について意見を聞くため、

少年鑑別支所担当者の出席を求めることができる。 
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  （イ） 就労支援員は、要因と今後の対応を就労支援終結報告書（様式１

０）にまとめる。 

  （ウ） 基幹支援員は、支援方針の見直しを行う。 

 

 （２） 就労の中断 

ア 参加者 

基幹支援員、就労支援員、関係機関（少年鑑別支所）、支援対象者、  

就労先 

   イ 内容 

  （ア） 就労支援員は、支援対象者が就労意欲を喪失したと就労支援員が

判断した場合、基幹支援員と協議の上、分析会議を開催する。就労

支援員は、職業適性について意見を聞くため、少年鑑別支所担当者

の出席を求めることができる。 

  （イ） 就労支援員は、要因と今後の対応を就労支援終結報告書（様式１

０）にまとめる。 

  （ウ） 基幹支援員は、支援方針の見直しを行う。 

 

 （３） 就労の安定継続  

ア 参加者 

基幹支援員、就労支援員、支援対象者、就労先 

   イ 内容 

  （ア） 就労支援員は、支援対象者が事業終了まで就労継続した場合、分

析会議を開催する。 

  （イ） 就労支援員は、就労定着及び継続に至った要因を就労支援終結報

告書（様式１０）にまとめる。 

 

６ 研修の実施 

（１） 概要 

     基幹相談支援センターは、更生保護就労支援事業受託事業者と連携

して、障害のある者が就労することについて、雇用主に理解を求めるこ

とを目的として研修を実施する。 

（２） 参加者 

協力雇用主、一般企業採用担当者、就労系サービス事業者、相談支援

専門員等 

（３） 内容 

   ア 基幹相談支援センターは、協力雇用主や障害福祉サービス事業者等
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に支援対象者の行動理解や対応方法について、法務省機関と連携して

研修会等を実施する。 

   イ 基幹相談支援センターは、参加者名簿、研修資料、アンケート結果等

を開催後速やかに委託者に提出する。 

 


